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産学官の協働のメカニズム－経済好循環の創出
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気候変動対策・適応（※）に向けた長期戦略・ビジョン（SDGs）
（※）対策の例：エネルギー転換・脱炭素化、適応の例：防災・減災

長期ビジョンの下で良い社会を作る資金循環の創出（ESG投資）

ビジョンの共有と適切な情報開示による
幅広いステークホルダーとの協働

ベンチャー・エコシステムの駆動と
「期待値ビジネス」の促進 、大企業との連携

大企業

共通価値の創造
CSRからCSVへ

SDGs
企業行動憲章

（経団連、2017年）

科学技術イノベーション
Science and Technology

Innovation

社会システム
Social System

経済メカニズム
Economic Mechanism

健全な投資

投資家

環境（Environment)
社会（Social）
ガバナンス（Governance）

ESG投資

より良い資本主義へ：
⇒ 個々人の自由で意欲的な活動を人類

社会全体の安定的な発展につなげる

大学が中心となり新しい経済メカニズムにトリガーをかける



エネルギー転換・脱炭素化に向けた長期の国家戦略

日本が有する技術的な優位性、多様な選択肢を活かす。
様々な選択肢を踏まえた複線シナリオ、システム間競争。
健全なシステム間競争を可能とする科学的レビューメカニズム。

「分散型システム」については、特に、日本の強みを活かした
データドリブンなイノベーションで世界に先行。

2（出所）エネルギー情勢懇談会提言を参考に作成

＜脱炭素化エネルギーシステム（電力）の例＞
① 再生可能エネルギー・電力貯蔵系システム
② 水素・合成ガス化系システム
③ 既存の脱炭素電源系システム
④ デジタル技術で統合する分散型システム

【科学的レビューメカニズムによる選択】
• 最新の技術動向と情勢を科学的に把握

• 透明な仕組み・手続の下、各選択肢の開発目標
や相対的重点度合いを柔軟に修正・決定
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欧州線

米国線

アジア線

回線(100Gbps)

回線(10Gbps)

ノード

セキュアで高速の学術情報ネットワーク（SINET5）

850以上の大学等を繋ぎ、
全都道府県を100Gbpsの
超高速通信速度でネット
ワーク化

⇒ 日本の国際優位性

道路、港に替わる産業インフラ

分散型システムを支える基盤インフラ －SINETの優位性

分散型ネットワーク上でのリアルタイムの高度な電力取引や需給管理といった
分散型エネルギーシステムのイノベーションを実現する上で、
セキュアで高速、かつ全国にノードを持つSINETの存在は日本の大きな優位性。



日本のサイバーキャパシティの国際優位性
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： ノード

： 回線（100Gbps）

Source: https://cenic.org/network/network-overview

Corning

Colusa

注）
バックボーンは100Gbps
ただし、大学との接続インタフェースは最大10Gbps
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分散型システムの例：デジタルグリッド実証試験（東京大学）
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ブロックチェーン技術を利用して、分散型電力エネルギーを市場メカニズムに
基づき個対個で融通するシステムを開発。実証試験を実施中。

個別電力の特性に基づいて価値を識別した流通が可能。再生可能エネルギー
と系統電力に別の価格を付けることができ、価格により需給も変化する。
デジタル技術とパワーエレクトロニクス技術を融合し円滑な電力融通を実現。

ブロックチェーン電力融通決済システム（浦和美園実証実験プロジェクト）

Power Exchange

PV

SMC スマートメータ・コントローラ（電力制御）

.

EnergyCoin

ブロックチェーンシステム

電力市場
（価格決定）



分散型システムの輸出：デジタルグリッドの海外展開例
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照明提供による教育貢献

商店街夜間営業延長による地域経済貢献

2015年6月サービス開始し
1000村約百万人へ電力供給

SDGsへの貢献
電力供給売上成長の推移研究成果を活用したソーラーキオスク事業

蓄電池と太陽光パネルを組み合わせた「ソーラー・ランタン」により、電力の量り
売りサービスを展開。タンザニアを中心とした無電化地帯で1000か所・150万人
に対して電力を供給。

収益性の低い電化という社会課題に対して、既存のキヨスクとモバイルマネー
を活用したビジネスモデル（WASSHA）を提示することで持続的電力供給を達成。



参考資料
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（2018年3月現在）

多様な研究のシナジーを生み、
社会的価値の創出につなげる

SDGsに貢献する
研究教育活動を可視化

学内プロジェクト募集
（2017年7月末～）

170件以上登録
（17目標全てに該当）

(n=170)

SDGｓ・ESGの活用：東京大学の取組 （2017.6 指定国立大学に指定）

貧困

飢餓

健康・福祉

教育

ジェンダー

水

エネルギー

経済成長産業

平等

まちづくり

消費・生産

気候変動

水産資源

陸上資源

平和・公正

パートナーシップ

社会との連携を通じてよりよい未来社会創りに貢献する

2017.7 総長室直下に未来社会協創推進本部（FSI）を設置
FSI：Future Society Initiative

プロジェクトの
テーマの相互連関
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Society5.0を支えるエネルギーシステムの構想（日立東大ラボ）

ローカルには、地域の特色を活かしたエネルギーシステム（分散・多様性）
基幹線とも有機的に連携し、全体を最適化（遠隔・結合）

（出所）日立東大ラボ・産学協創フォーラム 「Society5.0を支える電力システムの実現に向けて」
発表資料 「将来の電力システムにおける基幹システムの役割と変革」（2018年4月18日、日立東大ラボ）



新エネルギーシステム 構想の４つの柱（日立東大ラボ）

（出所）「提 言 Society5.0を支える電力システムの実現に向けて（第１版）」（2018年4月18日、日立東大ラボ）

産学官でオープンな議論を重ね、日本の技術優位性と人財を活用して
あるべきエネルギーシステムの姿を実現。
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例：医療プラットフォーム

データ科学スパコン
ストレージ

遠隔地
医院

SINETモバイル基盤

大学病院

地方病院

地方病院

地方病院

例：農業・漁業プラットフォーム

例：防災プラットフォーム

計算科学
スパコン

データ科学スパコン

ストレージ

衛星データ

SINETモバイル基盤

津波 地殻 建物

交通

人流

計算科学
スパコン

ストレージ
気象データ

SINETモバイル基盤

クラウド

漁船

田畑

リアルタイムビッグデータ時代をリードするデータ利活用基盤
～ オンデマンド・データプラットフォーム ～
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SINETを中核に高度な計算・処理資源等を整備し、分散型エネルギー、防災な
どの応用プラットフォームをオンデマンドで短時間に実装可能な基盤を構築。



気候変動適応（防災）：洪水時のリアルタイムダム制御

データ統合・解析システムDIAS（Data Integration and Analysis System）

河川テレメトリデータ

全国の480水系、約15,000観
測地点、10分毎のテレメトリ
データ（現在は124水系4,365
地点）

雨量、流量、水質等を
リアルタイム把握

地上観測
データ

衛星観測
データ

･水蒸気の流れ
･雲の動き
･降雨分布

etc.
洪水流出予測とダム最適操作に

よって洪水流量を低減
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気候変動適応（防災）：リアルタイムデータによる洪水対策－スリランカ

Kalu流域の6地点の雨量計データ2017年5月に発生したスリランカ大洪水
（死者・行方不明者300名超）

気象衛星ひまわり8号のデータ

･大雨が発生する気象条件の組み
合わせを解析
→ 今後の大雨・洪水予測に活用

･スリランカ政府の要請に基づき、洪水対策
を高度化する取り組みを支援

･日本の高度な科学技術を活かしたリアルタ
イムの防災情報を積極的に活用

データ統合・解析システムDIAS（Data Integration and Analysis System） 13



分散型システムの例：デジタルグリッド実証の展望（東京大学）

個別のニーズを反映した分散型の電力融通をブロックチェーン技術を利用して
実装。市場メカニズムを用いた経済インセンティブを提供し、個別ユーザが協調
して全体システムを支えることを目指す

DGC 地元で発電した自然エネルギーで
暮らしたい

とにかく安い電気を買いたい。

発電消費者

B

需要家/事業者

自家発電した電力を高値で販売
して老後を暮らしたい

DGC
取引先がRE100を宣言したため、
再生可能エネルギーを識別購入
を行いたい

ブロックチェーン供給側

C

電力市場

SP

SP

AT

SP

グループ間、近隣事業者間で電
力融通を行いたい

EV利用しないときの蓄電能力を
使って、電力が安価な時に購入し
ておきたい

10円以下の電力価格になったら
いつでも充電したい

B EVユーザ

P２P型の電力融通
個別の電力価値の流通

需要側

14

大規模発電事業者/再エネ事業者

融通

価格の高い市場で販売したい。
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